様式第１号
                                                  　　　令和　　年　　月　　日　
　　（宛先）前橋市長
所 在 地
申請者  法人名
　　　　役　　職

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　
交　付　申　請　書
　令和５年度前橋市新製品・新技術開発費補助事業に係る補助金の交付を受けたいので、下記のとおり申請します。    

記
１　補助事業の目的及び内容　
補助事業計画書（別紙１）及び開発内容説明書（別紙２）のとおり
２　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　円      
３  添付書類  
　　(1) 補助事業計画書（別紙１）
(2) 開発内容説明書（別紙２）
　(3) 事業所所在地等を証明できる書類
（法人の場合は法人登記全部事項証明書の写し）
(4) 決算書又は確定申告書
(5) 理由書（様式第１２号）
　　(6) その他参考となる書類（任意）
４　誓約事項
(1)自己又は自己の団体の役員等は、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）、暴力団員（同条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者（以下「暴力団等」という。）には該当しません。このことについて前橋市が官公署に照会を行い必要な情報を照会・取得することに同意します。

(2)本補助金における補助対象経費については、他の補助金と重複して申請をすることはありません。
(3)市税に滞納はありません。このことについて前橋市が官公署に照会を行い必要な情報を照会・取得することに同意します。
	・責任者　　　　　　　　　　　　　（電話番号）　　　－　　　－　　　　
・担当者　　　　　　　　　　　　　（電話番号）　　　－　　　－　　　　


※必要に応じ、市から上記連絡先に確認させていただきます。
別紙１
補助事業計画書
（１）申請者の概要等
	事業の区分
(該当する□に☑)
	· 製品・技術開発枠
· 新商品・特産品チャレンジ枠

	企業等概要
	企業の名称
	

	
	代表者役職・氏名
	
	電話番号
	

	
	事業実施地
	

	
	業種
	
	主要品目
	

	
	資本金
	
	従業員数
	

	
	担当者役職・氏名
	
	担当者電話番号
	

	
	担当者ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	事業の概要
	申請開発テーマ
	

	
	事業実施期間
	　年　　月　　日　から　　　　年　　月　　日　まで　

	
	新製品・新技術の概要

	


※製品・技術開発枠では従来にない内容・機能など　※新製品・特産品チャレンジでは利用される地域資源などについて記載
（２）売上目標（当該１年間の総計を記載してください。）
	
	売上高の総計
（千円/年）
	事業実施による効果
（補助事業実施による増加額）

	補助事業実施前
　　　令和４年度
	
	

	補助事業実施年度
　　　令和５年度
	
	

	　　　令和６年度
	
	

	　　　令和７年度
	
	


（３）スケジュール（計画）
（本事業スケジュールを実施項目ごとに記載ください。枠が不足する場合は適宜追加してください。）
	実施項目
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（４）収支予算書
	支　　　　　　出
	区　　分
	金　　額
	積　　算　　の　　内　　容

	
	補　助　対　象　経　費　　　　　　　　
	原材料費
	
	

	
	
	構築物費
	
	

	
	
	機械装置費
	
	

	
	
	産業財産権導入費
	
	

	
	
	外注費
	
	

	
	
	調査研究委託費
	
	

	
	
	外部指導受入費
	
	

	
	
	その他
	
	

	
	
	合計
	
	

	
	
	補助交付申請額
	
	


別紙２
	開発内容説明書

	自社の強み
	

	① 開発で取り組む新規性
	

	② 活用する地域資源・
　 付加価値向上の改良点
	

	事業の内容
	

	事業の効果
	

	今後の展開
事業化の見通し
	


